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   三次市国民保護計画の変更について 

 

 三次市国民保護計画を別紙のとおり変更したので，武力攻撃事態等における国

民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号）第３５条第８

項において準用する同条第６項の規定によりこれを報告する。 

 

 

  令和５年９月１日提出 

 

 

三次市長 福 岡 誠 志  
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令和５年６月変更 

（平成１９年２月策定） 

 

 

三  次  市 
 

 



は じ め に 

 国民保護法は，武力攻撃事態等において武力攻撃から国民の生命，身体及び財産を保護

し，国民生活等に及ぼす影響を最小にすることなどを目的に制定され，住民避難や避難住

民等の救援に関する措置などの国民保護措置等に関して必要事項を定めています。 

 市は，平成１８年１１月に設置した関係機関や有識者などで構成する「三次市国民保護

協議会」における審議や，平成１９年１月に実施したパブリックコメントを踏まえ，市国

民保護計画を策定しました。 

 この計画は，本市が中山間地域を多く抱えるといった地理的条件や，豪雪地域であると

いった気象的条件等を踏まえ，市の国民保護措置のための実施体制，住民避難や救援の実

施に関する事項，平素において備えておくべき物資や訓練等に関する事項を定めています。 

 武力攻撃事態等への対応は，まずは，国の外交努力により危機的状態を回避・防止する

ことが重要です。 

本市は，平成１７年６月２３日に「三次市平和非核都市宣言」を宣言しました。 

 宣言の理念は，核兵器の廃絶， 

世界の恒久平和を願うためのも 

のであり，市はこの理念に基づ 

き，日常的な恒久平和の取組を 

推進していくこととしておりま 

す。 

 しかし，このような努力等に 

もかかわらず，武力攻撃事態等 

が発生した場合には，市は計画 

に基づき，国民保護措置を的確 

かつ迅速に実施することとして 

います。 

 市が国民保護措置を円滑に実 

施するためには，関係機関の連 

携や市民の皆様方のご理解やご 

協力が不可欠であり，今後，計 

画に基づき，啓発活動など，必 

要な取組を実施して参ります。 

 終わりに，計画策定に当たり， 

協議会の委員の皆様をはじめご 

協力いただいた多くの関係者の 

皆様方に対し，深く感謝を申し 

上げます。 

 

平成１９(2007)年２月 

 

                       三 次 市 長  

三次市平和非核都市宣言 

 

平成１７年６月２３日告示第９３号 

 

明日も笑いあえるように 

手をつないでいられるように 

私たちは永遠の平和を望む 

ひとがひとを傷つけることのないように 

核によって命の灯がけされることのないように

多くの命が一瞬で消えるその悲しみを 

私たちは伝えねばならない 

ヒロシマに生まれた者として 

これからの未来を担う者として 

核兵器を捨てよと世界へ向けて訴えよう 

地球という命を護っていくために 

平和を願う思いをこめて 

ここに非核平和のまち三次市を宣言する。 
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第１編 総  論 

第１章 市の責務，計画の位置づけ，構成等 

三次市（三次市長及びその他の執行機関をいう。以下「市」という。）は，住民

の生命，身体及び財産を保護する責務にかんがみ，国民の保護のための措置を的確

かつ迅速に実施するため，以下のとおり，市の責務を明らかにするとともに，市の

国民の保護に関する計画の趣旨，構成等について定める。 

 

１ 市の責務及び市国民保護計画の位置づけ 

 

(1) 市の責務 

   市は，武力攻撃事態等において，武力攻撃事態等における国民の保護のための措置

に関する法律（以下「国民保護法」という。）その他の法令，国民の保護に関する基本

指針（平成 17 年 3 月閣議決定。以下「基本指針」という。）及び広島県（以下「県」

という。）の国民の保護に関する計画（以下「県国民保護計画」という。）を踏まえ，

市の国民の保護に関する計画（以下「市国民保護計画」という。）に基づき，国民の協

力を得つつ，他の機関と連携協力し，自ら国民の保護のための措置（以下「国民保護

措置」という。）を的確かつ迅速に実施し，市内において関係機関が実施する国民保護

措置を総合的に推進する。 

 

(2) 市国民保護計画の位置づけ 

市は，その責務にかんがみ，国民保護法第 35 条の規定に基づき，市国民保護計画を

作成する。 

 

(3) 市国民保護計画に定める事項 

市国民保護計画においては，市内における国民保護措置の総合的な推進に関する事

項，市が実施する国民保護措置に関する事項等国民保護法第 35 条第 2項各号に掲げる

事項について定める。 

 

２ 市国民保護計画の構成 

 

市国民保護計画は，以下の各編により構成する。 

第１編 総論 

第２編 平素からの備えや予防 

第３編 武力攻撃事態等への対処 

第４編 復旧等 

第５編 緊急対処事態への対処 
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３ 市国民保護計画の見直し，変更手続 

 

(1) 市国民保護計画の見直し 

市国民保護計画については，今後，国における国民保護措置に係る研究成果や新た

なシステムの構築，県国民保護計画の見直し，国民保護措置についての訓練の検証結

果等を踏まえ，不断の見直しを行う。 

市国民保護計画の見直しに当たっては，市国民保護協議会の意見を尊重するととも

に，広く関係者の意見を求めるものとする。 

 

(2) 市国民保護計画の変更手続 

市国民保護計画の変更に当たっては，計画作成時と同様に，国民保護法第 35 条第５

項の規定に基づき，知事に協議し，市国民保護協議会に諮問の上，市議会に報告し，

公表するものとする。（ただし，武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関

する法律施行令（以下「国民保護法施行令」という。）で定める軽微な変更については，

市国民保護協議会への諮問及び知事への協議は要しない。）。 
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第２章 国民保護措置に関する基本方針 

市は，国民保護措置を的確かつ迅速に実施するに当たり，特に留意すべき事項に

ついて，以下のとおり，国民保護措置に関する基本方針として定める。 

 

(1) 基本的人権の尊重 

市は，国民保護措置の実施に当たっては，日本国憲法の保障する国民の自由と権利

を尊重する。また，国民保護措置の実施に当たり，国民の自由と権利に制限が加えら

れるときであっても，その制限は必要最小限のものに限り，公正かつ適正な手続の下

に行う。 

 

(2) 国民の権利利益の迅速な救済 

市は，国民保護措置の実施に伴う損失補償，国民保護措置に係る不服申立て又は訴

訟その他の国民の権利利益の救済に係る手続を，できる限り迅速に処理するよう努め

る。 

 

(3) 国民に対する情報提供 

市は，武力攻撃事態等においては，国民に対し，国民保護措置に関する正確な情報

を，適時に，かつ，適切な方法で提供する。 

 

(4) 関係機関相互の連携協力の確保 

市は，国，県，近隣市町並びに関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関と平素

から相互の連携体制の整備に努める。 

 

(5) 国民の協力 

市は，国民保護法の規定により国民保護措置の実施のため必要があると認めるとき

は，国民に対し，必要な援助について協力を要請する。この場合において，国民は，

その自発的な意思により，必要な協力をするよう努めるものとする。 

また，市は，消防団及び自主防災組織の充実・活性化，ボランティアへの支援に努

める。 

 

(6) 指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊重 

市は，指定公共機関及び指定地方公共機関の国民保護措置の実施方法については，

指定公共機関及び指定地方公共機関が武力攻撃事態等の状況に即して自主的に判断す

るものであることに留意する。 

 

(7) 高齢者，障害者，乳幼児等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

市は，国民保護措置の実施に当たっては，様々なニーズに対応した対策が求められ

ることから，男女共同参画の視点を踏まえるとともに，高齢者，障害者，乳幼児その

他特に配慮を要する者の保護について留意する。 
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また，市は，国民保護措置を実施するに当たっては，国際的な武力紛争において適

用される国際人道法の的確な実施を確保する。 

※ 国際人道法とは，主としてジュネーヴ諸条約のことを指す。この条約は 1949 年に作成され，戦時

における戦闘員や文民の人権の確保について定められ，第 1 条約から第 4 条約で構成されている。

日本は 1953 年 4 月に加入している。また，従来のジュネーヴ諸条約を発展･拡充させたものとして，

国際的な武力紛争に適用される第 1 追加議定書と，非国際的な武力紛争に適用される第 2 追加議定

書が 1977 年に作成され，日本は 2004 年 8 月に加入している。 

 

(8) 国民保護措置に従事する者等の安全の確保 

市は，国民保護措置に従事する者の安全の確保に十分に配慮するものとする。 

また，要請に応じて国民保護措置に協力する者に対しては，その内容に応じて安全

の確保に十分に配慮する。 

 

(9) 地域防災計画の活用 

武力攻撃災害等への対応では，災害対策基本法における対応と類似・共通する部分

が多い。このため，国民保護計画の策定に当たっては，人，物という限られた資源を

効率的に利用するため，三次市地域防災計画の取組みのうち活用可能な部分について

は，活用するものとする。 

 

※【外国人への国民保護措置の適用】 

憲法第 3 章に規定する国民の権利及び義務に関する規定が，その性質上外国人に適用

できないものを除き，外国人にも適用されるものと解されており，日本に居住し，又は

滞在している外国人についても，武力攻撃災害から保護すべきことに留意するものとす

る。 
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第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等 

市は，国民保護措置の実施に当たり関係機関との円滑な連携を確保できるよう，

国民保護法における市の役割を確認するとともに，関係機関の連絡窓口をあらかじ

め把握しておく。 

 

 

 

 

 

 

１ 関係機関の事務又は業務の大綱 

 

国民保護措置について，県，市，指定行政機関並びに指定公共機関及び指定地方公共

機関は，おおむね次に掲げる業務を処理する。 

国民保護措置の全体の仕組み 
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【市】 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

三次市 

１ 市国民保護計画の作成 

２ 市国民保護協議会の設置，運営 

３ 市国民保護対策本部及び市緊急対処事態対策本部の設置，運営 

４ 組織の整備，訓練 

５ 警報の伝達，避難実施要領の策定，避難住民の誘導，関係機関の調整その他の住

民の避難に関する措置の実施 

６ 救援の実施，安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置の

実施 

７ 退避の指示，警戒区域の設定，消防，廃棄物の処理，被災情報の収集その他の武

力攻撃災害への対処に関する措置の実施 

８ 水の安定的な供給その他の国民生活の安定に関する措置の実施 

９ 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

 

【備北地区消防組合】 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

備北地区消防

組合消防本部 

１ 武力攻撃災害への対処に関すること（救急・救助を含む） 

２ 住民の避難誘導に関すること 

３ 消防活動体制の整備に関すること 

４ 装備･資機材の整備に関すること 

５ 火薬類取締法及び高圧ガス保安法に係る許可等に関すること 

 

【県】 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

広島県 

１ 県国民保護計画の作成 

２ 県国民保護協議会の設置，運営 

３ 県国民保護対策本部及び県緊急対処事態対策本部の設置，運営 

４ 組織の整備，訓練 

５ 警報の通知 

６ 住民に対する避難の指示，避難住民の誘導に関する措置，都道府県の区域を越え

る住民の避難に関する措置その他の住民の避難に関する措置の実施 

７ 救援の実施，安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置の

実施 

８ 武力攻撃災害の防除及び軽減，緊急通報の発令，退避の指示，警戒区域の設定，

保健衛生の確保，被災情報の収集その他の武力攻撃災害への対処に関する措置の実

施 

９ 生活関連物資等の価格の安定等のための措置その他の国民生活の安定に関する

措置の実施 

10 交通規制の実施 

11 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 
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【指定地方行政機関】 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

中国四国管区警察局 １ 管区内各県警察の国民保護措置及び相互援助の指導･調整 

２ 他管区警察局との連携 

３ 管区内各県警察及び関係機関等からの情報収集並びに報告連絡 

４ 警察通信の確保及び統制 

中国四国防衛局 １ 所管財産（周辺財産）の使用に関する連絡調整 

２ 米軍施設内通行等に関する連絡調整 

中国総合通信局 １ 電気通信事業者･放送事業者への連絡調整 

２ 電波の監督管理，監視並びに無線の施設の設置及び使用の規律に関

すること 

３ 非常事態における重要通信の確保 

４ 非常通信協議会の指導育成 

中国財務局 １ 地方公共団体に対する災害復旧のための資金の融資 

２ 金融機関に対する緊急措置の指示 

３ 国有財産の無償貸付等 

４ 被災施設の復旧事業費の査定の立会 

神戸税関 １ 輸入物資の通関手続 

中国四国厚生局 １ 救援等に係る情報の収集及び提供 

広島労働局 １ 被災者の雇用対策 

中国四国農政局 １ 応急用食料の調達・供給 

２ 農業関連施設の応急復旧 

近畿中国森林管理局 １ 武力攻撃災害対策用復旧用資材の調達･供給 

中国経済産業局 １ 救援物資の円滑な供給の確保 

２ 商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保 

３ 被災中小企業の振興 

中国四国産業保安監督部 １ 鉱山における災害時の応急対策 

２ 危険物等の保全 

中国地方整備局 １ 被災時における直轄河川，国道等の公共土木施設の応急復旧 

２ 港湾施設の使用に関する連絡調整 

３ 港湾施設の応急復旧 

中国運輸局 １ 運送事業者への連絡調整 

２ 運送施設及び車両の安全保安 

大阪航空局広島空港事務所 １ 飛行場使用に関する連絡調整 

２ 航空機の航行の安全確保 

航空交通管制部 １ 航空機の安全確保に係る管制上の措置 

広島地方気象台 １ 気象状況の把握及び情報の提供 
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第六管区海上保安本部 １ 船舶内に在る者に対する警報及び避難措置の指示の伝達 

２ 海上における避難住民の誘導，秩序の維持及び安全の確保 

３ 生活関連等施設の安全確保にかかる立ち入り制限区域の指定等 

４ 海上における警戒区域の設定等及び退避の指示 

５ 海上における消火活動及び被災者の救助･救急活動，その他の武力

攻撃災害への対処に関する措置 

中国四国地方環境 

事務所 
１ 有害物質等の発生等による汚染状況の情報収集及び提供 

２ 廃棄物処理施設等の被害状況，がれき等の廃棄物の発生量の情報収

集 

 

【指定公共機関及び指定地方公共機関】 

区分 
広島県に関係する 

指 定 公 共 機 関 
指定地方公共機関 事務又は業務の大綱 

放送事業者 ●日本放送協会広島放送局 ●中国放送 

●広島テレビ放送 

●広島ホームテレビ 

●テレビ新広島 

●広島エフエム放送 

１ 警報及び避難の指示（警報の

解除及び避難の指示の解除を含

む。）の内容並びに緊急通報の内

容の放送 

運送事業者 ●中国ジェイアールバス 

●日本航空株式会社 

●全日本空輸 

●日本貨物鉄道 

●西日本旅客鉄道 

●佐川急便 

●西濃運輸 

●日本通運 

●福山通運 

●ヤマト運輸 

●広島県旅客船協会 

●広島電鉄 

●広島バス 

●広交観光 

●広島交通 

●中国バス 

●鞆鉄道 

●備北交通 

●芸陽バス 

●広島県バス協会 

●広島高速交通 

●井原鉄道 

●広島県内航海運組合 

●広島県トラック協会 

１ 避難住民の運送及び緊急物資

の運送 

２ 旅客及び貨物の運送の確保 

電気通信事

業者 

●西日本電信電話株式会社

中国支店 

●エヌ･ティ･ティ･コミュニ

ケーションズ株式会社 

●ＫＤＤＩ株式会社中国総

支社 

●ソフトバンク株式会社 

●株式会社ＮＴＴドコモ 

中国支社 

 １ 避難施設における電話その他

の通信設備の臨時の設置におけ

る協力 

２ 通信の確保及び国民保護措置

の実施に必要な通信の優先的取

扱い 
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電気事業者 ●中国電力 

●電源開発 

 １ 電気の安定的な供給 

ガス事業者  ●広島ガス 

●福山ガス 

●広島県ＬＰガス協会 

１ ガスの安定的な供給 

病院その他

の医療機関 

●国立病院機構 ●広島県厚生農業協同

組合連合会 

●済生会呉病院 

●広島県医師会 

１ 医療の確保 

道路の管理

者 

●西日本高速道路株式会社 

●本州四国連絡高速道路 

●広島県道路公社 

●広島県高速道路公社 

１ 道路の管理 

その他 ●日本郵便株式会社中国支

社 

 １ 郵便の確保 

●日本赤十字社広島県支部  １ 救援への協力 

２ 外国人の安否情報の収集，整

理及び回答 

●日本銀行  １ 銀行券の発行並びに通貨及び

金融の調節 

２ 銀行その他の金融機関の間で

行われる資金決済の円滑の確保

を通じた信用秩序の維持 

 

２ 関係機関の連絡先 

 

指定行政機関等，国の関係出先機関（指定地方行政機関・自衛隊等），関係指定公共

機関，指定地方公共機関，県，市の機関（教育委員会を含む。），消防機関などの関係

機関の連絡先は，資料として保有するものとする。 
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第４章 市の地理的，社会的特徴 

市は，国民保護措置を適切かつ迅速に実施するため，その地理的，社会的特徴等

について確認することとし，以下のとおり，国民保護措置の実施に当たり考慮して

おくべき市の地理的，社会的特徴等について定める。 

 

(1) 地形 

  本市は，広島県北部の島根県と県境を接する中国地方の内陸中央部に位置し，大阪

へ約 250km，北九州市へ約 275km の距離圏にあり，南北は山陽側の広島・呉・三原・

尾道・福山，山陰側の浜田・江津・大田・出雲・松江・米子などの各都市へは，ほぼ

同距離の位置にある。 

   本市の主要な河川は，西南の安芸高田市甲田町から三次盆地中央流下し，そこで西

に流れを変えて作木町の西側の境界沿いに北流して日本海にそそぐ「江の川」を本流

して，神野瀬川，西城川，馬洗川などの支流が三次盆地の中央で合流している。 

   地形は，各支流沿いに標高 150～200m の平坦地が広がっている。その背後は概ね標

高 300～600m の緩やかな枝状の給料・山地となっているが，北部の県境周辺部は 800

～900m 級の山々に囲まれた急峻な地形となっており，本地域の８割が林野でしめてら

れている。 
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(2) 気候 

  令和３年の年平均気温は 14.0℃，その最高月は７月の平均 25.4℃，最低月は１月  

 の平均 1.4℃で，当該年間総降水量は 1,894mm となっている。 

  特に北部３町（君田・布野・作木）については，豪雪地帯として指定されており，  

 冬季における気象状況は大変厳しい状況にある。 

 

 

月間平均気温（令和３年数値）        （単位：℃） 

観測所 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

三次 1.4 4.5 9.1 12.5 17.2 21.5 
       
 

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 年平均 

25.4 25.2 22.0 16.2 8.9 4.1 14.0 

 

 

 

月別降水量（令和３年数値）        （単位：mm） 

観測所 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

三次 78.0 79.0 86.0 93.5 210.5 153.5 
        

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計 

247.0 585.0 191.5 16.5 89.5 64.0 1,894 

 

 

 

積雪観測資料（2021 年寒候期，観測所：作木） 

年･月 2020.12 2021.1 20021.2 

月最深積雪（cm） 8 46 30 

3cm 以上積雪日数 1 11 4 

 

 

 (3) 人口分布 

本市の人口は，令和 4 年 8 月末現在 49,785 人で，人口密度は，64.0 人／㎢となっ

ている。人口を地域別にみると，旧三次地域が最も多く34,745人で，市全体の約69.7％

を占めている。また年齢別でみると，65 歳以上の人口割合が三次地域で約 32％，その

他の地域で約46.8％となっており，全体的に高齢化が進んでいる。特に山間部では年々

65 歳以上の割合が高くなっている。 
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住民基本台帳人口・世帯数（令和４年８月３１日現在） 

 

 

  

世帯数 

人   口 ６５歳以上の人口 

男 女 計 男 女 計 率 

三次市 23,287 23,954 25,831 49,785 7,710 10,448 18,158 36.5 

 

 

（旧１市４町３村毎の状況） 

 
世帯数 

人   口 ６５歳以上の人口 

男 女 計 計 率 

三次市 1,6243 16,784 17,961 34,745 11,112 32.0 

君田 596 660 690 1,350 617 45.7 

布野 571 655 687 1,342 655 48.8 

作木 588 563 628 1,191 606 50.9 

吉舎 1,610 1,571 1,782 3,353 1,619 48.3 

三良坂 1,411 1,511 1,591 3,102 1,202 38.7 

三和 1,267 1,198 1,334 2,532 1,312 51.8 

甲奴 1,001 1,012 1,158 2,170 1,035 47.7 

合計 23,287 23,954 25,831 49,785 18,158 36.5 

 

 

 (年齢別人口) 

年   齢 男 女 計 年   齢 男 女 計 

０歳～４歳 828 796 1,624 60 歳～64 歳 1,626 1,649 3,275 

５歳～９歳 999 939 1,938 65 歳～69 歳 1,799 1,854 3,653 

10 歳～14 歳 1,136 1,031 2,167 70 歳～74 歳 2,157 2,236 4,393 

15 歳～19 歳 1,091 1,091 2,182 75 歳～79 歳 1,421 1,782 3,203 

20 歳～24 歳 1,012 939 1,951 80 歳～84 歳 1,063 1,487 2,550 

25 歳～29 歳 1,018 944 1,962 85 歳～89 歳 765 1,530 2,295 

30 歳～34 歳 1,154 930 2,084 90 歳～94 歳 394 1,050 1,444 

35 歳～39 歳 1,269 1,216 2,485 95 歳～99 歳 100 436 536 

40 歳～44 歳 1,418 1,303 2,721 100歳～104歳 8 70 78 

45 歳～49 歳 1,794 1,669 3,463 104 歳～ 3 3 6 

50 歳～54 歳 1,564 1,487 3,051     

55 歳～59 歳 1,335 1,389 2,724 合計 23,954 25,831 49,785 
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 (4) 道路の位置等 

本市の道路網は，県境を越えた広域交流ネットワークを形成する高規格幹線道路と

して，中国縦貫自動車道が市中央部を東西に，中国横断自動車道尾道松江線が，市の

南北を横断している。 

また，一般国道 54 号，183 号，184 号，375 号が南北の主要幹線を形成している。 

【主要都市までの距離】 

都市名 広島市 福山市 松江市 米子市 大阪市 北九州市 

距離（km） 87.2 80.6 106.3 111.3 250 275.4 

 

(5) 鉄道，空港の位置等 

  鉄道は，市を南北にまたがるように芸備線が走っており，芸備線から接続する福塩

線が福山へ連絡している。 

   空港は，広島空港が三原市本郷町にあり，旧三次市街地から国道375号経由で約60km  

    の距離にある。3,000mの滑走路，9つのスポットを有するエプロンや最新鋭の設備とと  

    もに，31,000㎡の旅客ターミナルビル，3,900㎡の貨物ターミナル施設を備えた中国･  

    四国地方最大級の空港である。また，広島ヘリポートが広島市西区にあり，１４のス      

    ポットを有している。 

 
（広島空港）              （広島西飛行場） 

 

(6) 自衛隊施設等 

自衛隊施設は，陸上自衛隊中部方面隊第 13 旅団が海田町に所在し，海上自衛隊は呉

地方総監部，第 1潜水隊群司令部，第 4護衛隊群司令部及び練習艦隊司令部が呉市に，

また幹部候補生学校及び第 1術科学校が江田島市に所在している。 

米軍の施設は，秋月弾薬庫が江田島市，川上弾薬庫が東広島市，広弾薬庫，灰ヶ峰

通信施設及び呉第 6突堤が呉市に所在している。 

 

(7) その他 

広島県に原子力発電所は所在しないが，島根県松江市鹿島町に中国電力島根原子力

発電所が，愛媛県西宇和郡伊方町には四国電力伊方発電所が立地している。 
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第５章 市国民保護計画が対象とする事態 

市国民保護計画においては，以下のとおり県国民保護計画において想定されてい

る武力攻撃事態及び緊急対処事態を対象とする。 

 

１ 武力攻撃事態 

 

市国民保護計画においては，武力攻撃事態として，県国民保護計画において想定さ

れている事態を対象とする。 

 

①着上陸侵攻 
 

 

〔特徴〕 

・ 一般的に国民保護措置を実施すべき地域が広範囲になるととも

に，その期間も比較的長期に及ぶことが予想される。また，敵国による船舶，戦闘機の集結の状況，

我が国へ侵攻する船舶等の方向等を勘案して，武力攻撃予測事態において住民の避難を行うことも

想定される。 

・ 船舶により上陸を行う場合は，上陸用の小型船舶等が接岸容易な地形を有する沿岸部が当初の侵

攻目標となりやすいと考えられる。 

・ 航空機により侵攻部隊を投入する場合には，大型の輸送機が離着陸可能な空港が存在する地域が

目標となる可能性が高く，当該空港が上陸用の小型船舶等の接岸容易な地域と近接している場合に

は特に目標となりやすいと考えられる。なお，着上陸侵攻の場合，それに先立ち航空機や弾道ミサ

イルによる攻撃が実施される可能性が高いと考えられる。 

・ 主として，爆弾，砲弾等による家屋，施設等の破壊，火災等が考えられ，石油コンビナートなど，

攻撃目標となる施設の種類によっては，二次被害の発生が想定される。 

 

②ゲリラや特殊部隊による攻撃 
 

 

〔特徴〕 

・ 警察，自衛隊等による監視活動等により，その兆候の早期発見に努めることとなるが，敵もその

行動を秘匿するためあらゆる手段を使用することが想定されることから，事前にその活動を予測

あるいは察知できず，突発的に被害が生ずることも考えられる。そのため，都市部の政治経済の

中枢，鉄道，橋りょう，ダム，原子力関連施設などに対する注意が必要である。 

・ 少人数のグループにより行われるため使用可能な武器も限定されることから，主な被害は施設の

破壊等が考えられる。したがって，被害の範囲は比較的狭い範囲に限定されるのが一般的であるが，

攻撃目標となる施設の種類によっては，二次被害の発生も想定され，例えば原子力発電所が攻撃さ

れた場合には被害の範囲が拡大するおそれがある。また，ダーティボムが使用される場合がある。 
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③弾道ミサイル攻撃 
 

 

〔特徴〕 

・ 発射の兆候を事前に察知した場合でも，発射された段階で攻撃目標を特定することは極めて困難

である。さらに，極めて短時間で我が国に着弾することが予想され，弾頭の種類（通常弾頭又はＮ

ＢＣ弾頭）を着弾前に特定することは困難であるとともに，弾頭の種類に応じて，被害の様相及び

対応が大きく異なる。 

・ 通常弾頭の場合には，ＮＢＣ弾頭の場合と比較して，被害は局限され，家屋，施設等の破壊，火

災等が考えられる。 

 

④航空攻撃 
 

 

〔特徴〕 

・ 弾道ミサイル攻撃の場合に比べその兆候を察知することは比較的容易であるが，対応の時間が少

なく，また，攻撃目標を特定することが困難である。 

・ 航空攻撃を行う側の意図及び弾薬の種類等により異なるが，その威力を最大限に発揮することを

敵国が意図すれば都市部が主要な目標となることも想定される。また，ライフラインのインフラ施

設が目標となることもあり得る。 

・ なお，航空攻撃はその意図が達成されるまで繰り返し行われることも考えられる。 

・ 通常弾頭の場合には，家屋，施設等の破壊，火災等が考えられる。 

 

２ 緊急対処事態 

 

市国民保護計画においては，緊急対処事態として，県国民保護計画において想定さ

れている事態を対象とする。 

 

(1) 攻撃対象施設等による分類 

① 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態 

●原子力事業所等の破壊 

〔被害の概要〕 

大量の放射性物質等が放出され，周辺住民が被ばくする。汚染された飲食物を摂取した住

民が被ばくする。 

●隣接県の危険施設等の破壊 

●石油コンビナート・可燃性ガス貯蔵施設等の爆破 

〔被害の概要〕 

爆発及び火災の発生により住民に被害が発生するとともに，建物，ライフライン等が被災




